別紙様式５
申請者概要
住所　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　　　
１　研修中の生計確保の状況について
（１）同一生計内（本人のほか、同居又は生計を一にする別居の配偶者、子及び父母が該当。以下同様。）において、これまで申請者の所得を主として生計を維持していた。
　　□は　い　　□いいえ
（２）同一生計内において、これまで申請者以外の所得を生活費に充てていた。
　　□は　い　　□いいえ
（３）同一生計内において、申請者には被扶養者がいる。
　　□は　い　　□いいえ
（４）同一生計内において、研修期間中、申請者には資金以外の所得が見込める。
　　□は　い　　□いいえ
（５）親戚等からの援助（奨学金や親からの仕送り、住居の提供等）が見込める。
　　□は　い　　□いいえ
（６）同一生計内における前年の1人当たり合計所得金額（以下により算出）
	
	名前
	本人との
間柄
	職業
	合計所得
金額（円）
	記入上の留意点等

	１
	本　人
	－
	
	
	・合計所得額は地方税法第292条第１項第13号に定められたものをいい、農業所得のほか、給与所得、退職所得、雑所得（公的年金等）及び一時所得等を含み、扶養控除や社会保険料控除等の所得控除を差し引く前の金額を記載する
・必要により、合計所得金額の証明を求める場合がある

	２
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	

	合計所得金額
	
	

	１人当たり年間所得額（合計所得額÷人数）
	
	


２　青年等就農計画の申請時期【独立・自営就農予定者、親元就農予定者のみ】
青年等就農計画の申請時期は明確となっているか。
□は　い（申請予定時期：　　年　　月　　日）　　□いいえ　　□今後検討

３　研修後の就農の予定
（１）就農形態が「新たに農業経営を開始」の場合
　　①　営農に必要な農地や機械・施設の確保が確実である。
□確保済み　　□確保は確実　　□今後検討
②　就農後の運転資金や生活費の確保策をもっている。
□確保済み　　□確保は確実　　□今後検討
　　③　規模拡大の目途が立っている。
□は　い　　　□いいえ
（２）就農形態が「親の農業経営とは別に新たな部門を開始」、「親の農業経営を継承」の場合
　　①　農地の贈与等営農に必要な条件の確保が確実である。
□確保済み　　□確保は確実　　□今後検討
②　就農後の運転資金や生活費の確保策をもっている。
□確保済み　　□確保は確実　　□今後検討
　　③　規模拡大の目途が立っている。
□は　い　　　□いいえ
（３）就農形態が「雇用就農」の場合
　　①　就業先が明確となっている（内定含む。）。
□は　い（就業先の名　称：　　　　　　　　　　　　　）
　　　　（就業先の所在地：　　　　　　　　　　　　　）
□いいえ（→②へ）
　　②　就業先を確保する方法が明確となっている。
[bookmark: _Hlk193699076]□は　い　　□いいえ
　　③　交付対象者が独立することを前提として雇用就農を行う場合は、就農後５年以内に独立自営、又は法人の共同経営者になる目途が立っている。
　　　　　　　　□は　い　　　□いいえ
（４）就農形態が「親元就農」の場合
　　①　就農後５年以内に継承等を行う経営体の事業形態について
□個人経営（→②へ）　　□法人経営（→③へ）
②　農業経営を継承し、経営主になる目途が立っている。
□は　い　　□いいえ　　□今後検討
　　③　法人の経営者（共同経営含む）になる目途が立っている。
□は　い（法人の名　称：　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　（法人の所在地：　　　　　　　　　　　　　　）
□いいえ　　□今後検討
　　④　家族経営協定等で就農時の責任や役割が明確になる目途が立っている。
□は　い　　□いいえ　　□今後検討

４　所得確保を目的とした農業従事実績
研修開始前までに農業従事経験がある。
□は　い　　□いいえ

５　農業に関する免許・資格の取得状況
大型特殊免許や農業機械士等農業に関する免許・資格を取得している。
□は　い　　□いいえ

６　出身区分について
　　　　　□農家出身（専業農家）　　　　　□農家出身（兼業農家）
　□非農家出身（自家に農地有り）　□非農家出身（自家に農地無し）
